
府省名

事務及び事業名 具体的措置（又は見直しの方向性）

国民世論の啓発

戦後67年が経過してなお、北方領土問題が解決をみ
ない現状、元島民の方々の高齢化も急速に進む中
で、返還要求運動の核となる元島民後継者を育成す
るとともに、運動のすそ野を広げていくためには、次
代を担う若い世代の関心と、正しい理解が必要不可
欠であることから、青少年を対象とした事業を引き続
き重点項目とする。

融資事業
北方領土問題が長期化する中で、本融資制度が法目
的に則った効果を発揮するよう、ニーズ把握、事業結
果の分析に努める。

独立行政法人
北方領土問題
対策協会

法人名

四島交流事業

平成２５年度からの中期目標期間に
おいても、現在の中期目標期間（平
成２０～２４年度）と同程度の業務運
営の効率化を行う方向。

４．その他

職員のロシア語習得を推進するとと
もに、職員を採用する際にはロシア
語のスキルも考慮した募集を行うこ
ととする。

独立行政法人北方領土問題対策協会の中期目標期間終了時における組織・業務全般の見直しについての当初案

２．組織の見直しに係る具体的措置
（又は見直しの方向性）

現行の独立行政法人形態を維持。

内閣府

１．事務及び事業の見直しに係る具体的措置（又は見直しの方向性）

近年の北方四島を取り巻く環境の変化にも対応した、
四島交流事業の趣旨を踏まえた交流の実施に向け、
体制の整備、交流手法の見直し及び交流成果の更な
る活用に努める。

３．運営の効率化及び自律化の見直し
に係る具体的措置（又は見直しの方向

性）
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